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別紙１ 

横須賀市市税納付推進センター業務委託仕様書 

 

１ 業務の目的 

市税等の滞納に早期の納付勧奨を効果的に実施する方策として、横須賀市市税納付推

進センター（以下「推進センター」という。）を設置する。 

これは、市税等の初期滞納者に対して、電話と訪問により重点的に自主納付の呼びか

け（以下「納付案内」という。）を行うことで、累積滞納の防止と納付率の向上を図り、

本市歳入を確保することを目的とする。 

推進センターの運営にあたっては、民間活力の活用により、効率的・効果的な運用を

行うこととする。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

  横須賀市市税納付推進センター業務委託 

（２）委託期間 

  令和８年 10月１日～令和９年３月 31日 

 ※令和９年度から令和 10年度は、本市と受託者双方が合意し、市議会の予算承認が

された場合は、令和９年度は年度末まで、令和 10 年度は９月 30 日まで、令和８

年度と同様の条件で随意契約できるものとする。 

（３）委託業務内容 

   納付案内業務（電話・訪問） 

   

３ 業務の内容 

（１）納付案内対象債権 

 １）電話による納付案内（市税・５債権） 

①市民税・県民税・森林環境税（普通徴収）、②市民税・県民税・森林環境税（特 

別徴収）、③固定資産税・都市計画税、④軽自動車税、⑤法人市民税 

※②は費用対効果を調査し、実施を検討中。 

  ２）電話による納付案内（市税以外・４債権） 

⑥市営住宅家賃・駐車場使用料、⑦保育料・延長保育料・市立保育園給食費、 

⑧国民健康保険料、⑨学校給食費 

  ３）訪問による納付案内（市税・４債権） 

①市民税・県民税・森林環境税（普通徴収）、②市民税・県民税・森林環境税（特 

別徴収）、③固定資産税・都市計画税、④軽自動車税 

※②は費用対効果を調査し、実施を検討中。 
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（２）案内対象者 

本市から納付案内の対象者リストを提供する（Excelデータ）。 

  １）市税：各税目の期別未納者又は累積滞納者を対象として原則月１回提供 

（電話対象：月 2,000件程度、訪問対象：月 1,600件程度） 

２）市税以外：各料目の期別未納者及び累積滞納者を対象として架電日ごとに提供 

      （電話対象：月合計 300件程度） 

※原則として現年度のみの滞納者を対象とするが、納付案内時期によっては前年度

分の未納を含む滞納者も対象となる場合がある。なお、訪問による納付案内は、

上記のうち市内に住所がある者で、電話番号不明者及び一定期間架電応答のない

者を主に対象とする。 

（３）納付案内の目標 

   業務の目的を実現するため、本市市税歳入予算の現年度収納率（令和８年度 99.2％）

を 0.2ポイント（金額にして約 1億 2000万円）以上上回る納付を確保することを目標

とする。これを達成するため、次の表に掲げる目標値を上回るよう業務を行うこと。 

区分 項目 委託期間中の目標値 

電話 
架電件数 25,000件以上  

納付約束額 １億 2800万円以上  

訪問 

訪問件数 5,500件以上  

納付約束額 1050万円以上  

連絡票及び案内

チラシ投函件数 
3,500件以上  

（４）従事者の配置 

１）推進センターの稼働日には、原則的に管理者１名、電話オペレーター３名以上、

訪問員４名以上、事務１名の合計９名以上を配置すること。管理者及び事務は、電

話オペレーター及び訪問員と兼務することができる。訪問による納付案内は、原則

２名１組で行うこと。 

なお、業務運用等の理由により上記の配置人員数を変更する場合には、事前に本

市と協議し了承を得ること。 

２）管理者は、本市からの指示や協議等の窓口となるほか、本市への報告、従事者の

労務管理、対象者からの問合せ・クレームの対応等、推進センターの管理運営を行

うこと。 

３）従事者は、本業務を遂行する能力と適性を有する者とし、法令・接遇等の業務に

必要な研修を実施し、習熟させたうえで配置すること。 
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（５）稼働日及び稼働時間 

１）稼働日は、平日（12月 29日～１月３日を除く）と市が指定する月２回の土曜日・

日曜日・祝日とする。 

２）稼働時間は、通常９時から 17時まで。ただし、市が指定する週１日を遅番日とし

て稼働時間を 11時から 19時 45分までとする。いずれも、そのうち市と協議した時

間の１時間を従事者の休憩時間に充てる。 

稼働日 稼働時間 休憩時間 実働時間 備考 

平日（通常日） 9:00～17:00 

１時間 

７時間  

平日（遅番日） 11:00～19:45 ７時間 45分 市が指定する週１日 

土・日・祝日 9:00～17:00 ７時間 市が指定する月２日 

 

（６）執務場所 

   神奈川県横須賀市小川町 11番地 横須賀市役所本庁舎内  

「電話オペレーション室」及び「訪問作業室」 ※場所は異なる。 

（７）物品等 

本市が用意する物品は、下記のとおり。下記以外の事務用品等については、受託者

が用意するものとする。 

なお、委託期間中に税端末等の更新が予定されており、種類及び数量は変更となる

場合がある。 

１）電話オペレーション室 

  ①机４台、②オフィスチェア（４脚）、③電話機（４台）、④ヘッドセット（４台）、 

⑤税端末（４台）、⑥税端末用プリンタ（１台）、⑦事務用ノートパソコン（１台）、 

⑧パソコン用プリンタ（１台） 

２）訪問作業室 

①デスク（１台）、②作業机（１台）、③オフィスチェア（１脚）、 

④パイプ椅子（４脚）、⑤税端末（２台）、⑥事務用ノートパソコン（１台）、 

⑦パソコン用プリンタ（１台）、⑧電話機（１台） 

３）その他 

①訪問用タブレット端末（２台）、②訪問用封筒、③住宅地図、④印刷消耗品 

（８）業務の流れ 

１）電話による納付案内（市税） 

ア 本市から提供したリストの対象者について、税端末により最新の収納状況・経

過記録等を確認し、納付案内可能な対象者に架電し、納付の有無を確認のうえ、

直近の納期到来分を含めて納付案内を行う。このとき必要に応じて口座振替の勧

奨を行うとともに、納税通知書や納付書の紛失の申出があった場合には、切電後、

税端末により納付書及び送付書を発行し、管理者を通じて市職員に引き継ぐ。応

答者から分割納付の相談等があった場合は、本市職員に電話を転送する。 

イ 架電可否が判断できない場合や架電したところ電話番号が異なる場合、また本
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人から課税や賦課についての不満や疑義・納税拒否等があった場合、管理者を通

じて本市職員に報告する。 

ウ 切電後、応答結果について、税端末により折衝経過記録を入力する。併せて、

架電時間・結果コード等の対応結果を記録する。 

エ 架電した対象者から不在着信等により電話連絡を受けた場合、上記と同様に納

付案内を行う。 

オ 応答がないことや対象者が不在のため、納付案内を行うことができなかった場

合、対象者ごとに応答可能性の高い日時等を分析して、４回まで架電を繰り返す。 

カ 市外居住の対象者のうち、電話番号不明、架電不可等により終了した者、４回

まで架電しても応答がない者については、管理者を通じて本市職員に報告する。 

２）電話による納付案内（市税以外） 

ア 本市から提供したリストの対象者に架電し、リストの情報に基づき、納付の有

無を確認のうえ、納付案内を行う。 

イ 架電時間、結果コード等の対応結果を記録する。 

ウ 応答者から分割納付の相談等があった場合、本市職員に電話を転送又は管理者

を通じて本市職員に報告する。 

エ 納付書の再発行依頼や対応者からの不満や疑義・納付拒否があった場合、管理

者を通じて本市職員に報告する。 

オ 原則的にリスト対象者への架電は１回とする。 

３）訪問による納付案内 

ア 本市から提供したリストの対象者について、住宅地図により訪問先の居宅等を

特定する。 

  なお、住宅地図の複製利用は原則禁止とする。 

  また、受託者は自らの負担において、地図等（電子データ及び機材を含む）を

用意し、訪問先の居宅等を特定することができる。ただし、対象者の居宅等の位

置情報及び訪問経路等の個人情報漏えい防止には、特段の留意が必要であり、そ

の運用については事前に本市と協議し了承を得ること。 

イ 短期間にすべての対象者に対して、均等に納付案内を行うことができるよう、

稼働日ごとの訪問エリアと訪問対象を設定する。 

ウ 訪問対象者について、税端末により最新の収納状況・経過記録等を確認し、納

付案内の可否を判断する。※確認は訪問日当日にも行う。 

エ 税端末から出力した訪問対象者の調査票を、スキャナーによりタブレット端末

に取り込む。不在時に投函する訪問連絡票を用意する。 

オ 公共交通機関を利用し、原則２名１組で対象宅等を訪問する。対象者本人と面

接し、納付の有無を確認のうえ、直近の納期到来分を含めて納付案内を行う。 

※現金等の収納は行わない。このとき必要に応じて口座振替の勧奨を行うとと

もに、納税通知書や納付書の紛失の申出があった場合、帰庁後、税端末によ

り納付書及び送付書を発行し、管理者を通じて本市職員に引き継ぐ。また、

対象者から分割納付の相談等があった場合、訪問連絡票により本市へ連絡す
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るよう案内する。 

カ 対象者本人が不在で家族等が対応した場合、封入した訪問連絡票を本人へ渡す

よう依頼する。 

キ 訪問宅が不在の場合、表札等により訪問先が確実に対象者宅等であることを確

認し、封入した訪問連絡票を投函する。確認できない場合は、案内チラシを投函

する。 

ク 訪問の状況を現地で調査票等に記録し、帰庁後、税端末により折衝経過記録を

入力する。併せて、訪問時間・結果コード等の対応結果を記録する。 

ケ 課税や賦課についての不満や疑義・納税拒否等があった場合、管理者を通じて

本市職員に報告する。 

コ 訪問対象者のうち、居宅がわからない者、投函不可の者等については、管理者

を通じて本市職員に報告する。 

４）現地居住調査 

文書返戻等により居住確認ができない滞納者を対象とした居住調査を行う。対象

は、月 10件程度を見込み、本市から随時リスト提供する。業務の流れは、訪問によ

る納付案内に準じる。調査期間は、１か月程度とし、近隣エリアの訪問による納付

案内の際に併せて行う等効率的に実施する。 

 

４ 再委託の禁止 

 受託者は、本業務の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 

５ 機密の保持及び個人情報保護に関する事項 

（１）受託者は、当該契約の履行に当たって個人情報（特定個人情報を含む）又は個人番

号を取り扱うときは、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法

律第 27 号）を遵守しなければならない。 

（２）従事者は、いかなる理由があっても業務上知り得た情報を他人に漏えいしてはなら

ない。委託従事者の職を退いた後も同様とする。 

（３）従事者は、本市に個人情報の守秘に関する誓約書を提出しなければならない。 

（４）訪問連絡票の誤投函等による個人情報の漏えい事故が発生した場合、事案の内容を

精査したうえで、市の「個人情報の漏えい事故の公表に関する要綱」に基づき原則と

して報道発表する。その際、受託者の名称及び再発防止策等を公表する。 

 

６ 報告事項 

（１）納付案内業務 

１）日報 

納付案内の実績※1を明記して翌日（休日については翌週の最初の開庁日）の正午

までに提出すること。 

※1 納付案内の実績 
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①電話による納付案内 

ア 着手件数（発信不要件数、発信対象件数、発信前エスカレーション件数） 

イ 発信件数（発信後エスカレーション件数、発信中（未完了）件数） 

ウ 完了件数（発信不要完了件数、職員転送完了件数、納付済申告件数、納付 

依頼件数、納付約束件数、４回発信終了数、その他完了（拒否等）件数） 

エ 対話件数（本人対話件数） 

オ 受信件数（職員転送件数、納付済申告件数、納付依頼件数、納付約束件数、 

架電・納付拒否・その他件数、直切れ・間違い・無言等件数） 

カ 納付約束金額 

キ 稼働時間数 

     ②訪問による納付案内 

ア 着手件数（訪問不要件数、訪問対象件数、訪問前エスカレーション件数、 

訪問後エスカレーション件数、訪問未実施件数） 

イ 訪問件数（完了件数、不在連絡票投函件数、納付済申告件数、不現住件数、 

納付約束件数、連絡依頼件数（本人）、在宅・連絡票投函（本人以外）件数、 

その他完了（案内チラシ投函）件数、未完了件数、不在連絡票未投函件数、 

居所特定不能件数） 

ウ 対話件数（本人対話件数） 

エ 納付約束件数 

オ 納付約束金額 

カ 稼働時間数 

キ 訪問地区 

ク 天気 

２）月報 

納付案内の実績に加え、納付約束と訪問票投函等に係る市税の収納件数と金額※2、

前年対比、総括等を明記して、翌月の月次報告会開催日の前々日までに提出するこ

と。 

※2 収納件数と金額の集計には、税端末により、納付約束や訪問連絡票投函等を 

実施した対象者ごとに収納履歴を確認し、積み上げることが必要となる。 

（税端末のシステムによるデータ抽出や集計等はできない。） 

３）納付案内結果報告 

実施対象者ごとの案内日時・結果コード・対応結果等を付け Excelデータにより

次のとおり提出すること。 

ア 電話による市税の納付案内：対象者リストごとに提供月の翌々月 15日まで 

イ 電話による市税以外の納付案内：対象者リストごとに実施日の翌日正午まで 

ウ 訪問による納付案内：月ごとに翌月 15日まで 

４）月間勤務予定表 

 従事者の勤務予定表を前月 25日までに提出すること。 
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（２）月次報告会 

納付案内業務及び分析業務の実施内容について、翌月 21 日までに報告会を行い、議

事録を報告会実施後２週間以内に提出すること。（実施場所は本市が用意する） 

 

７ 委託代金の支払い 

（１）委託代金は、各月末締めをもって行われる受託者の請求により支払うものとする。 

（２）各月の支払額に１円未満の端数が生じたときは、各年度の最終月に精算するものと

する。 

（３）受託者は、各月の業務終了後、完了届と請求書を作成し、納税課あてに送付する。 

 

８ その他 

（１）業務マニュアルの作成 

従事者の案内内容を統一するため、本市と協議の上、トークスクリプト等の業務マ

ニュアルを作成し提出すること。 

なお、提出された業務マニュアルは本市に帰属するものとする。 

（２）従事者証の着用等 

従事者は、受託者が発行する従事者証を着用すること。また、訪問案内は本市が発

行する事業委託証を携行及び掲示し、関係人から求めがあった場合には呈示すること。 

（３）その他の事項 

本仕様書に記載のない事項については、本市と受託者が協議し決定する。 


